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平成 23 年２月 21 日 

各  位 

会 社 名  株 式 会 社 陽 光 都 市 開 発

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長  望月 英昭

 （ＪＡＳＤＡＱ コード 8946）

問 合 せ 先  専務取締役管理本部長 田 中  忍

 ＴＥＬ (045) 324-2444（代表）

 

 

継続企業の前提に関する事項の注記に関するお知らせ 

 

当社は、平成23年２月21日開催の取締役会において、平成22年12月期の決算短信及び有価証券

報告書における継続企業の前提に関する事項について、下記のとおり注記することを決議いたし

ましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１.平成 22 年 12 月期連結財務諸表 

当社グループは、投資用マンション事業におきまして、業容の拡大を図るべくマンション用地

の取得を積極的に行ってまいりましたが、建築費の高騰により事業化が困難となり着工を見合わ

せていたプロジェクトが複数存在しており、事業期間が長期化していることから当該未着工のマ

ンション用地に係る借入金について、金融機関に対して返済期日の延長を要請しております。ま

た、現在建築中及び完成しているプロジェクトに関して、販売戸数の落ち込み等により、当初の

計画から販売及び供給スケジュールの見直しを実施したため、土地部分の借入金や建設代金にお

いて返済スケジュール及び返済方法の切り替えが必要となり、金融機関及び建設会社との協議の

上、これまでの期日一括もしくは手形を振り出すことによる返済条件から販売の都度、返済及び

支払いを行う方法へと切り替えを順次行ってまいりました。 

しかし、当社は、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法に違反したとして、平成

23 年２月１日から平成 23 年２月 22 日までの間、同法第 65 条第２項に基づく業務停止処分を受

けており、当該業務停止期間中は宅地建物取引業に係る新規の営業活動等が禁止されております。 

よって当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。 

  

当社グループは当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。 

 

（事業構造の見直し） 

投資用マンション事業におきましては、安定した収入が期待できる投資商品として年金制度や

将来の生活への不安もあることから底堅い需要が見られますが、景気悪化等の影響から所得・雇

用環境の悪化に伴う個人投資家の投資マインドの低下並びに所得の落ち込みによる融資への影

響があり、販売戸数が落ち込んできております。この厳しい状況の中、電話による販売営業活動

において、一部の営業社員が目標達成のために、相手方が断っているにもかかわらず電話を切ら
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ない等ご迷惑をおかけしたことが前述の業務停止処分の要因となっていることから、電話による

販売営業活動を停止し、セミナー開催や紹介による集客等の販売営業手法にシフトしていきます。 

販売営業手法の変更により、投資用マンション事業につきましては従来の事業規模より大幅に

縮小することとなり、今後は安定した収益を見込める不動産管理事業等のフィービジネスを主力

とした事業構造の構築を図ってまいります。 

 

（借入金返済と建設代金の支払い） 

当社グループが所有している未着工の土地の借入金の返済や、現在建築中及び完成しているプ

ロジェクトの建設代金の支払いにつきましては、建設会社及び金融機関との協議の上、分譲販売

の都度、返済及び支払いを行う方法へと切り替えておりましたが、電話による販売営業活動を停

止し投資用マンション事業を大幅に縮小することから、素地での売却や１棟販売を行うことによ

って早期に在庫圧縮と資金回収を図り、その資金から借入金の返済や建設代金の支払いを行う予

定です。 

 

（人員・コスト削減） 

販売費及び一般管理費におきましても、平成 23 年１月 28 日実施の希望退職者募集に加え、投

資用マンション事業の大幅な縮小による人件費・コストの削減を実施し、さらに、その他全ての

コスト管理を徹底することにより、収益力の向上を目指してまいります。 

  

しかしながら、このような事業構造を図るための必要資金及び運転資金につきましては、現在

外部調達を含め検討中であります。また、これらの対応策は実行過程であることから、現時点で

は、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 

 

２.平成 22 年 12 月期財務諸表 

当社は、投資用マンション事業におきまして、業容の拡大を図るべくマンション用地の取得を

積極的に行ってまいりましたが、建築費の高騰により事業化が困難となり着工を見合わせていた

プロジェクトが複数存在しており、事業期間が長期化していることから当該未着工のマンション

用地に係る借入金について、金融機関に対して返済期日の延長を要請しております。また、現在

建築中及び完成しているプロジェクトに関して、販売戸数の落ち込み等により、当初の計画から

販売及び供給スケジュールの見直しを実施したため、土地部分の借入金や建設代金において返済

スケジュール及び返済方法の切り替えが必要となり、金融機関及び建設会社との協議の上、これ

までの期日一括もしくは手形を振り出すことによる返済条件から販売の都度、返済及び支払いを

行う方法へと切り替えを順次行ってまいりました。 

しかし、当社は、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法に違反したとして、平成

23 年２月１日から平成 23 年２月 22 日までの間、同法第 65 条第２項に基づく業務停止処分を受

けており、当該業務停止期間中は宅地建物取引業に係る新規の営業活動等が禁止されております。 

よって当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。 

  

当社は当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。 

 

（事業構造の見直し） 

投資用マンション事業におきましては、安定した収入が期待できる投資商品として年金制度や

将来の生活への不安もあることから底堅い需要が見られますが、景気悪化等の影響から所得・雇
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用環境の悪化に伴う個人投資家の投資マインドの低下並びに所得の落ち込みによる融資への影

響があり、販売戸数が落ち込んできております。この厳しい状況の中、電話による販売営業活動

において、一部の営業社員が目標達成のために、相手方が断っているにもかかわらず電話を切ら

ない等ご迷惑をおかけしたことが前述の業務停止処分の要因となっていることから、電話による

販売営業活動を停止し、セミナー開催や紹介による集客等の販売営業手法にシフトしていきます。 

販売営業手法の変更により、投資用マンション事業につきましては従来の事業規模より大幅に

縮小することとなり、今後は安定した収益を見込める不動産管理事業等のフィービジネスを主力

とした事業構造の構築を図ってまいります。 

 

（借入金返済と建設代金の支払い） 

当社が所有している未着工の土地の借入金の返済や、現在建築中及び完成しているプロジェク

トの建設代金の支払いにつきましては、建設会社及び金融機関との協議の上、分譲販売の都度、

返済及び支払いを行う方法へと切り替えておりましたが、電話による販売営業活動を停止し投資

用マンション事業を大幅に縮小することから、素地での売却や１棟販売を行うことによって早期

に在庫圧縮と資金回収を図り、その資金から借入金の返済や建設代金の支払いを行う予定です。 

 

（人員・コスト削減） 

販売費及び一般管理費におきましても、平成 23 年１月 28 日実施の希望退職者募集に加え、投

資用マンション事業の大幅な縮小による人件費・コストの削減を実施し、さらに、その他全ての

コスト管理を徹底することにより、収益力の向上を目指してまいります。 

  

しかしながら、このような事業構造を図るための必要資金及び運転資金につきましては、現在

外部調達を含め検討中であります。また、これらの対応策は実行過程であることから、現時点で

は、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を財務諸表に反映しておりません。 

 

以 上 


